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平成 21 年度事業計画 

 

 わが国の経済は、アメリカ発の金融危機がヨーロッパやアジア諸国に拡大した

ことから、景気は一層後退しており、100 年に一度といわれる危機的な状況で、

特に中小・小規模企業は極めて厳しい経営環境におかれています。当地域の景況

についても、企業収益は販売不振と急激な円高等により大きく落ち込んでおり、

雇用情勢も製造業を中心に減産による雇用調整が広がるなど、大変厳しい状況に

あります。 

 そのような中で、平成 21 年度においては、中小企業の再生支援をはじめ事業承

継や経営革新支援など中小企業の活力増進に向けた取り組みを強化するとともに、

中核市・大津としてのまちづくり、広域的な観光振興の推進など地域経済の活性

化を図るために必要な各種事業を積極的に展開します。 

 また、当所は本年 10 月に創立 130 周年を迎えることから、記念式典の開催をは

じめ各種記念事業を実施するとともに、財政基盤の強化を図るため、会員増強は

じめ各種共済制度や検定事業等を積極的に推進し、地域唯一の総合経済団体とし

て果たすべき役割を担ってまいります。 

 以上のことを踏まえ、平成 21 年度は次に掲げる諸事業に取り組みます。 

 

〈活動テーマ〉 

中核市にふさわしい活力と都市力の創造 

～信頼され行動する商工会議所を目指して～ 

 
基 本 方 針 

 
Ⅰ．政策提言・要望活動の精力的実施 

 

Ⅱ．中小企業の経営課題に対するきめ細かな支援 

 

Ⅲ．地域資源を生かしたまちづくり・観光振興の推進 

 

Ⅳ．商工会議所の組織・財政・運営基盤の強化 
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主 要 事 業 項 目 

☆印は新規・重点事業 

 

Ⅰ．政策提言・要望活動の精力的実施 

 地域総合経済団体としての立場から、景気の早期回復の実現と中核市にふさわ

しい活力と都市力のある地域社会を実現させるため、景気対策、中小企業対策、

まちづくり等に関する提言・要望をタイムリーに取りまとめ、国、県、市等関係

諸機関に対して適宜適切な政策提言・要望活動を展開し、その実現を図ります。 

 
☆１．国・滋賀県・大津市への提言・要望活動 

 

 ２．市政懇談会の開催 

 

 ３．大津市幹部との懇談会(中核市・大戸川ダム等)の開催 

 

 ４．委員会活動の強化 

 

５．景気動向・企業経営に関する調査研究 

(１)中小企業の景気動向、企業経営に関する調査研究 
  (２)商工会議所早期景気観測(LOBO)調査の実施 
  (３)各種調査への協力並びに情報の提供 

 
 
Ⅱ．中小企業の経営課題に対するきめ細かな支援 

 景気後退で厳しい経営環境が続く中で、様々な困難に直面する地域中小・小規

模企業の経営力の向上を図るため様々な事業を展開し、地域に密着した経営支援

拠点としての存在を確立するとともに、地域の活性化に努めます。 

 

  １．中小・小規模企業対策の推進 
☆（１）滋賀県中小企業再生支援協議会の充実強化 

☆（２）地域力連携拠点事業の充実強化 

① 経営革新支援・創業支援 

② 事業承継支援センターの充実強化 

③ 農商工連携による事業検討 

 （３）若手後継者育成事業の充実強化 

 （４）中小・小規模企業への金融支援 
        ① 小企業等経営改善資金(マル経貸付)制度の円滑運営と積極的な活用 

② 大津市小口資金の積極的な活用 

③ 県制度融資の斡旋 

④ 金融機関との連携による金融支援強化 
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 （５）経営指導員・経営支援員の資質向上と巡回・窓口指導の充実 
 （６）小規模企業へのサポート強化 
    ① 弁護士・税理士・中小企業診断士・社会保険労務士等専門相談員に

よる個別相談の実施 

    ② 小規模企業共済・中小企業倒産防止共済制度の普及と加入促進 

③ 小規模企業振興委員による地域・企業との連携強化 

（７）パソコン活用講座等の開催による情報化支援 

☆（８）ｅ－Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム）の普及促進 

 （９）電子証明書購入の取り次ぎ業務の推進 
 （10）企業間電子商取引市場（ザ・ビジネスモール ザ・商談モール）の推進 

 （11）ＩＴ相談員の派遣  
 （12）公共メディア及びパンフレット・ホームページ等による小規模事業の啓

発普及活動 
 
 ２．ものづくりへの支援強化 
 （１）産学官連携事業の推進 

    ものづくり体験学習事業「夏休み子ども理科工作・実験講座」の開催 
 （２）近畿地域産業集積地間連携推進協議会(大津・東大阪・尼崎地域)による

広域連携事業の推進 

産業集積地間連携推進協議会、元気企業大交流会等の開催 
 
 ３．中小企業の人材育成支援 

（１）各種検定試験の実施 

    珠算、簿記、販売士、福祉住環境コーディネーター、ビジネス実務法務、

    カラーコーディネーター、日商ＰＣ、環境社会等各種検定試験及び珠 

    算競技大会の実施 
（２）ジョブ・カード制度への協力 

☆（３）ハローワークとの連携強化による雇用問題への対応 

☆（４）学生インターンシップの受入 

（５）新現役チャレンジプランへの協力 

（６）経営・経済等に関する専門的なセミナー、講習会等の開催 

 

 ４．会員ニーズに即した各種サービスの提供 
 （１）会員サービス事業の推進 

  ☆①福利厚生事業の推進 

    生命共済制度の独自ネーミングの募集、特定退職金共済制度・個人年金

共済制度・ガン保険・大型保障・休業補償・PL保険・個人情報漏洩賠償

責任保険・火災共済保険、ｸﾞﾙｰﾌﾟ損害保険等の加入促進 

   ②貸会議室等会館施設の提供 
   ③健康診断事業の実施 
   ④優良商工従業員表彰式の開催 
      ⑤優良役員・議員等並びに部会活動功労者に対する表彰 

   ⑥ＪＡＮメーカーコード申請受付 
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   ⑦労働保険事務組合の運営 

   ⑧その他会員サービス事業の提供 
☆（２）大津商工会議所ホームページの改善・活用による情報発信機能の強化 

（３）各種講習会、セミナーの開催 
 （４）「容器包装リサイクル法」に係る再商品化委託業務の実施 

 （５）公害健康被害補償業務(汚染負荷量賦課金)の徴収事務 

☆（６）中小企業における地球温暖化対策の啓発 

 （７）大津商工会議所報等による情報提供 

 

 ５．国際交流の促進、中小企業の内外ビジネス活動への支援 
☆（１）姉妹提携先大韓民国亀尾商工会議所及び大津市の姉妹都市との交流促進 

 （２）原産地証明及び貿易関係証明の発給業務 
 （３）諸外国からの表敬訪問受入 

（４）在関西総領事館等との経済交流 
 
 
Ⅲ．地域資源を生かしたまちづくり・広域観光振興の推進 

 大津市が策定した「大津市中心市街地活性化基本計画」が昨年7月に国の認定を

受け新たな段階に入ったことから、さらに中心市街地の活性化を推進するととも

に、昨年度実施した源氏物語千年紀事業、地域資源∞全国展開プロジェクト「紫

の道事業」を効果的に発展させながら広域的な観光振興を図ります。 

 

 １．活力あるまちづくりの推進 
☆（１）「㈱まちづくり大津」を核とした中心市街地活性化事業の推進 

   ①オープンカフェによる賑わいの創出支援 

   ②大津市社会教育会館テナントミックス事業支援 

   ③㈱まちづくり大津が実施する活性化事業支援 

 （２）「大津ｅ湖都市場」を活用したまちづくりの推進 

 （３）地域商業・商店街活性化事業に対する支援 

 （４）大津市観光キャラクター「おおつ光ルくん」、大津祭キャラクター「ち

ま吉」の育成支援 

 

２．観光振興の推進 

☆（１）びわこビジターズビューロー、びわ湖大津観光協会等観光関連団体との

連携による観光振興の体制構築の検討 

☆（２）エコツーリズム等調査事業の実施 

☆（３）紫の道の会活動に対する支援（なぎさ公園への植栽等の実施） 

 （４）京都市・奈良市等近隣都市との連携強化による広域観光の促進 

 （５）びわ湖大津夏まつり、浜大津サマーフェスタ2009、大津まつり等への協

力 
（６）その他観光振興のための諸事業 
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Ⅳ．商工会議所の組織・財政・運営基盤の強化 

 本会議所が創立130周年を迎えるのを機に記念事業を展開するほか、会員増強運

動を通じて2,000会員達成に向け、本年度は130件の新入会員加入を目標に組織基

盤強化に務め、財政基盤の充実・強化を図ります。また、効果的な広報・ＰＲ活

動を精力的に行うとともに、会員訪問活動などで集めた会員の声を事業に反映し

ます。 
 

 １．会員組織力の発揮 
☆（１）創立130周年記念事業並びに関連事業の実施 

   ①創立130周年記念式典の開催（平成21年10月23日） 

②創立130周年記念事業の実施 

③130会員増を目標に全所的な会員増強運動の展開 

   ④会員事業所訪問キャンペーンの実施 

 （２）正副会頭会議、常議員会、議員総会の活発な運営 

 （３）部会・委員会活動の積極的な展開 

（４）会員交流事業の推進 
   ①会員の集いの開催 
   ②新年賀会の開催 
   ③講演会、視察会等各種交流事業の実施 

 （５）青年部・女性会の運営支援 
☆（６）広報活動の活発化による商工会議所情報の発信機能強化 

 （７）法定台帳の整備及び地域内特定商工業者に係る実態調査 

 （８）Ｗｅｂ研修による職員の資質向上 
 （９）人権問題啓発活動の実施 

 

 ２．関係機関との連携強化 
 （１）第20回京都・大津・奈良三商工会議所懇談会の開催（平成21年7月3日） 
 （２）滋賀県、大津市、その他行政諸官庁との連携強化 
 （３）日本商工会議所はじめ近畿商工会議所連合会、滋賀県商工会議所連合会

ならびに各商工会議所との連携強化 

 （４）堅田・瀬田・志賀各商工会との連携強化 

 （５）京滋奈三・広域交流圏研究会への参画 


